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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、エチオピアにおける 1995 年にはじまる地方分権政策が野生動物保護政策に及ぼし
た影響に関して以下の３つの目的を掲げ、具体的な事例を地域研究的な手法で検証した。（１）
地方分権政策下における野生動物保護政策の実態を把握すること、（２）地方分権政策下にお
ける野生動物の保護管理に対する住民の参加状況を明らかにすること、（３）（１）と（２）
の結果を踏まえたうえで、アジア・アフリカ諸国の事例と比較検討しながら、地方分権下にお
ける今後の野生動物の保護管理政策における住民参加の方向性を探ることである。   

その結果、おもにエチオピアと日本の野生生物保護政策は、ともにアメリカ発のワイルドマネ

ージメントを参照して作られてきたが、「手つかずの自然」を保護するアメリカ型ではなく、人

間の手が加わってきた自然環境の持続的利用の方法に関する議論が十分になされていないこと、

地方分権政策によって保全への住民参加が進展するかのように考えられてきたが、実際は住民参

加が期待したほど進んでおらず、その原因として「科学的根拠にもとづく計画づくり」があるこ

となど、共通の課題を見出すことができた。 

  
研究成果の概要（英文）： 
Since 1990s, conservationists have been compelled to redesign their top-down, 

state-centered conservation in an effort to move toward decentralization and the 
adoption of more local participatory approaches to simultaneously achieve conservation 
and rural development.  
The objective of this study is to investigate the following three topics, (1) to examine 

the transition of wildlife conservation policies after the Ethiopian government adopted 
the decentralization policy in 1995, (2) to examine the situation of local participation 
in wildlife management, and (3) to discuss how conservationists should integrate 
livelihood into community-based wildlife management planning; by comparing Ethiopian 
case with the case of the other countries. 
The topics discussed in the study are the current problematic situation about community 

conservation both in Africa and the case of local community in Japan. In particular, local 
praxis is not regarded as important for “sustainable” wildlife management by the 
policy-makers.  
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１．研究開始当初の背景 

アフリカ諸国の野生動物保護政策は 1980

年代に「コミュニティ・コンサベーション」

と呼ばれる理念が台頭し、従来，野生動物の

管理主体となっていた中央政府や国際援助

団体だけではなく、地域住民が主体，あるい

は保護実施機関のパートナーとなることが

提唱されてきた。コミュニティ・コンサベー

ション（以降 C.C.と省略）は、野生動物の保

護管理においてこれまで、地域住民のニーズ

を等閑視してきたこと、そのことが生態系の

さらなる悪化を招いたことに対する保護実

施機関側の反省にもとづいて、住民の役割が

見直されてきたものである。1990 年代には

いって「コミュニティにまかせていても生態

系は保全されない」という悲観論が述べられ

たり，C.C.理念にもとづいて実施されるプロ

グラムにおける保護活動の担い手について

国家主導型と住民主導型を両極端とし，それ

らの中間型を含めてすべてが C.C.プログラ

ムとしてとらえられたりしているが，各国の

自然保護や資源管理に関する政策において，

C.C.はいまなお重要な理念であると考えら

れる。 

一方，冷戦体制崩壊後の 1990 年代前半には，

従来の中央集権的体制による国内経済の破

綻，官僚主義による弊害に対する反省などの

内的要因や，債務危機に対する構造調整政策

（SAPs）の導入などの外的要因によって，

多くのアフリカ諸国が民主化を掲げ，複数政

党制や自由市場経済を導入するようになっ

た。そして，中央政府が政策立案・管理・資

源動員とその配分における権限を，下位政府，

外郭団体，地域事務所，NGO，企業などの市

民組織に移譲する，いわゆる地方分権化が各

国に導入された。地方分権化をすすめるアフ

リカ諸国の多くは，多様化する地域住民の要

望を考慮するために自然資源の保護管理へ

の「住民参加」を積極的に政策に取り入れて

いる。つまり，自然保護のあり方についてグ

ローバルなレベルで C.C.理念が台頭してき

たことと，各国の地方分権化政策にともなう

「住民参加」のとりくみの両方の後押しによ

って，これまで中央集権的におこなわれてき

た自然資源の保護管理が住民の意向に沿っ

たものに変化する可能性が高まっていると

いえる。 

本研究で主たる事例としてとりあげるエチ

オピアは，1991 年以降エチオピア人民革命

民主戦線（EPRDF）政権の下，地方分権化

を進め，1995 年の新憲法で連邦民主共和制

を導入し，構成州に大幅な自治権を付与した。

この政策の導入にともなって，これまで中央

政府が一元的に管理してきた野生動物保護

区の管理に関する権限が州に移譲され，現在

州政府が保護区の人事権をもち政策立案を

おこなっている。 

しかし、地方分権化政策の導入後，どのよ

うな方法で「住民参加」を実現するのかにつ

いては州レベルで試行錯誤の段階にあり、具

体的な方法論の確立には未だに至っていな

い。野生動物の保護管理を真の意味で「分権

化」するためには次のような大きな課題を克

服しなければならないからだ。 

 

２．研究の目的 

本研究は、エチオピアにおける 1995 年に
はじまる地方分権政策が野生動物保護政策
に及ぼした影響に関して以下の３つの目的
を掲げ、具体的な事例を地域研究的な手法で
検証した。（１）地方分権政策下における野
生動物保護政策の実態を把握すること、（２）
地方分権政策下における野生動物の保護管



理に対する住民の参加状況を明らかにする
こと、（３）（１）と（２）の結果を踏まえ
たうえで、アジア・アフリカ諸国の事例と比
較検討しながら、地方分権下における今後の
野生動物の保護管理政策における住民参加
の方向性を探ることである。   
 

３．研究の方法 

 主に東アフリカ地域の国立公園に代表さ
れる自然保護区およびその周辺の地域社会
における地域研究的な手法および、比較対象
となる他地域の事例を検証するための文献
調査を手法としている。とくにエチオピアの
地方分権政策の導入前後の野生動物を含む
自然資源管理に関する資料の収集、整理、分
析および関係者への聞き取り調査を中心に
おこなった。 
 
４．研究成果 

2007年は、日本においておもに文献調査お

および次年度以降の調査計画をたてた。2008

年度は、ケニアとエチオピアの野生動物保護

区において約1カ月の現地調査を実施した。ケ

ニアにおいては、野生動物保護関連の国際ワ

ークショップに参加し、エチオピアの事例に

ついて発表をおこなった。エチオピアにおい

ては、地方分権化によって、中央政府から地

方政府へ野生動物保護区の管理運営の権限委

譲にともなう現地レベルの対応を把握するこ

とを試みた。調査の対象はエチオピアの南部

諸民族州が管轄するマゴ国立公園、オモ国立

公園、アルバミンチ国立公園および中央政府

が管轄するセンケレ・サンクチュアリとした

。聞き取り調査の中心は、2007年に非営利活

動団体African Parksが自然保護区の管理運営

から撤退を発表したことにともなう影響を関

係者への聞き取り調査から明らかにすること

を試みた。 

 現地調査の結果、州による野生動物保護管

理が順調には進んでいないこと、とくに国際

NGO等の外部団体が保護区を委託管理する

試みがなされたが、現地住民との折り合いが

つかず、撤退を余儀なくされていることなど

が明らかになった。 

2009年度はアジア・アフリカ諸国の地方分

権化政策下の鳥獣行政の動向についておもに

文献により情報を収集・分析をおこなった。

アフリカの野生動物の保護管理に関する政策

形成は、従来欧米諸国が強い影響力を行使し

てきたが、先進諸国の中でも里山的環境を保

持するという点で特殊な位置にある日本の事

例検討がアフリカの野生動物保護管理を考え

るうえで有効になると考え、以後、日本の鳥

獣の保護管理のあり方についても現地調査を

始めた。このとき得られた情報については、

日本アフリカ学会（2009年度）、日本野生動

物保護学会（2009年度）において学会発表を

おこなった。  

2010年度は、東アフリカの地方分権政策と

野生動物保護政策の特異性と普遍性を考察す

るために、日本の里山環境における獣害対策

についてのフィールドワークおよび、先行研

究の渉猟をおこなった。 

その結果、日本と東アフリカ各地の野生生

物保護政策は、ともにアメリカ発のワイルド

マネージメントを参照して作られてきたが、

「手つかずの自然」を保護するアメリカ型で

はなく、人間の手が加わってきた自然環境の

持続的利用の方法に関する議論が十分になさ

れていないこと、地方分権化によって保全へ

の住民参加が進展するかのように考えられて

きたが、実際は住民参加が期待したほど進ん

でおらず、その原因として「科学的根拠にも

とづく計画づくり」があることなど、共通の

課題を見出すことができた。 
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